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Welcome

Deloitte US CMO 
Suzanne Kounkelから 
ウェルカムメッセージ

はじめに

2023 Global Marketing Trendsへようこそ！ 

本レポートは最高マーケティング責任者（CMO）と、成
功に不可欠なツールとリソースをつなぐことを使命とす
る、デロイト ネットワークのCMOプログラムが作成し
た。今年のレポートでは、世界のブランドが2023年に
向けてどのようなアプローチをしていくかを理解するた
めに、1,015名の企業経営層（CxO）やリーダーからイ
ンサイトを得た。

今年のレポートでは、これらのアイデアやデロイト内で
各テーマを専門とするプロフェッショナルたちとの協議
を通じて、私たちがマーケターとして、成長に資する新
しい手段を生み出す独自の立場であるかを探る。先行
きの見えない金融不安の時代に、私たちはストーリーテ
ラーとしての力を発揮し、サステナビリティという重大
な課題が常に最優先のアジェンダとして扱われるように
（優先順位が下げられる恐れがあるときは特に）、そし
て、成長を刺激するクリエイティブな思考を企業全体に
行き渡らせる必要がある。
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2023 Global Marketing Trendsは、重大な局面に
おいてこれらの課題のガイドになることを目的としてい
る。また、今後1年間で自社のブランドや組織を前進さ
せるために重要となる考慮事項や、想像を超えるインパ
クトをもたらすと考えられるテクノロジーについても取
り上げる。

私たちはそれぞれが異なる業界で事業を行い、異なる
顧客をターゲットとしているかもしれないが、CMOとし
て共通したビジネス上の決断に直面している。幸運に
も私が働く組織では、業界のあらゆる企業のリーダーや
専門家と協働することが可能である。彼らが持つ知識
を読者の皆様と共有することで、皆様のビジネスの成長
のみならず、私たちプロフェッショナルファームの繁栄に
寄与することを願っている。

Suzanne Kounkel
Deloitte US 

最高マーケティング責任者

この先どのような困難が待ち受けていようとも、マーケ
ティング戦略の指揮を執るにあたり、本レポートが役立
つだろう。是非ご一読のうえ、当社でお役に立てること
があればご一報いただきたい。チーム一丸となってサ
ポートを提供する所存である。

今年は皆様との協働によりどのような成果を創ること
ができるか楽しみにしている。

      01        02        03        04        
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マーケティングは過去10年で再興したが、その間に多
くの変化があり、今後はさらなる変化が予見される。か
つてはマーケティング活動が責任ある成長の原動力で
あることは見込みに過ぎなかったが、今日ではそれが
実現している。その背景には、動的な一対一のパーソナ
ライゼーションなどの機能により、顧客一人一人に適切
なメッセージを、適切なタイミングと場所で提供できる
ようになったことや、マーケティング組織の運営方法が
改善されたことで、チームやパートナーが戦術の実行で
はなく、企業全体の戦略の実現により多くの時間を割く
ことができるようになったことなどが挙げられる。テクノ
ロジーやデータの導入によりマーケティングは大きく変
化し、取締役会で席を与えられるまでになった。

世界的なパンデミックに見舞われたこの2年間で、マー
ケティングのインパクトはさらに増大した。この劇的で
前例のない時代を乗り切り、成功するために、マーケ
ティングは成長し、革新し、俊敏に反応してきた。しかし、
私たちは今、マーケティングの覚悟が再び試されるよう
な不確実な経済の時代へと移行している。最高マーケ
ティング責任者（CMO）を対象に実施したグローバル
調査を基に、CMOの主導によりコスト削減以上のイン
パクトをもたらすための3つの方法を特定した。不況時
におけるマーケティングへの投資は、将来の成長に寄
与するだろう。CMOは、最高財務責任者（CFO）のよ
うに考えながらも、独自のマインドセットを適用するこ
とができる。

不況を乗り切るうえで最高マーケティング責任者の 
最優先課題は何か。

      01        02        03        04        
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CMOが不況時に考慮すべき 
最優先課題
調査対象となった多くのブランドは、不安定な経済状況
とインフレ率の上昇という現状を乗り切ることが今後1
年の最大の関心事だと回答している。しかし、各ブラン
ドは、この不安定な状況に対してリスクヘッジやコスト
削減ではなく、投資マインドを持って対応している。つま
り不況によってもたらされるあらゆる試練に耐えられる
よう、組織の能力とキャパシティを向上させているのであ
る。

世界各地のCMOにインタビューを行い、現在および今
後予想される不安定な経済状況から自社を守るために、
どのような取り組みを行っているかを調査した。その結
果、CMOの最優先課題上位3つが以下のとおりである
ことが分かった。

1. 新しいデジタルテクノロジーやデジタルプラット
フォームへの移行の加速 

2. 新しい市場、セグメント、地域への進出

3. パーソナライゼーションを向上させるためのシステ
ムやアルゴリズムの導入（図1）

各投資分野の詳細を分析する中で、CMOへのインタ
ビューから、これらの上位3つの優先課題は関連してい
ることが多いことが明らかになった。

新しいデジタルテクノロジーやデ
ジタルプラットフォームへの移行
の加速 
デジタルプラットフォームやデジタルテクノロジーは、
マーケティングに多くのユースケースやメリットをもたら
す。適切に設計されたデジタルプラットフォームは顧客
体験を合理化・簡素化し、顧客がデジタルプラットフォー
ムにより深く関わるように働きかけて、貴重な顧客デー
タを取得することができる。このデータを活用すること
で、カスタマージャーニーの各ステップにおけるパーソ
ナライゼーションの向上や摩擦の低減を通じて、顧客の
ロイヤルティ、満足度、生涯価値を向上させる機会を提
供できる。 

今回の調査から、CMOがどのテクノロジーに注目してい
るかについて回答を得た。一部のマーケターは、より良
い顧客体験を構築し、より包括的な顧客像を描くために、
人工知能（AI）とアナリティクスを優先している。その他
の回答として多かったのはバーチャルリアリティ、拡張現
実、ソーシャルプラットフォーム（ソーシャルコマースなど）、

イノベーティブな企業はコス
トを削減して顧客エンゲージ
メントを強化し、新興市場に
向けた革新的なサービスを
開発する。

      01        02        03        04        
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デジタル通貨などのテクノロジーやプラットフォームであ
る。これらのテクノロジーやプラットフォームのユースケー
スやメリットは様々だが、我々は、なぜ今CMOがこれら
のテクノロジーの導入を加速させる必要性を感じている
のかを理解したいと考えた。

SV Groupの最高マーケティング責任者兼最高イノベー
ション責任者であるStephanie Nägeli氏は、その根底
にある重要なトレンドについて次のように説明している。
「顧客は以前よりはるかにデジタルに精通してきている。
最近では誰もがQRコードの仕組みを知っているため、
我々にとっては、よりシームレスな顧客体験を実現する
ためにテクノロジーやデジタルを活用することが非常に
重要だ」1。

テクノロジーに精通した消費者は、デジタル体験にさら
なる期待を寄せるだろう。こうした期待に応え、それを
上回ることで、ブランドは既存の顧客基盤でロイヤル
ティを構築し維持するだけでなく、新たな顧客基盤を獲
得することができるかもしれない。顧客基盤の拡大は、
CMOにとって今後1年の重要課題の第2位でもある。

出所：Deloitte Global Marketing Trendsのエグゼクティブサーベイ、2022年6月
Deloitte Insights | deloitte.com/insights
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図1：CMOの今後12カ月における最優先課題

新しいデジタルテクノロジーやデジタルプラットフォームへの移行の加速

新しい市場、セグメント、地域への進出

パーソナライゼーションを向上させるためのシステムやアルゴリズム（例：AI、機械学習）の導入

戦略的イニシアチブを推進するための他のビジネス部門（例：IT、サプライチェーン部門など）とのコラボレーション

新たな製品やサービスの創出

運用や製品のコスト削減、または同様のコストに対する価値の向上

人財の開発、獲得、維持

よりサステナブルなケイパビリティやオファリングの構築

よりインクルーシブなケイパビリティやオファリングの構築

全社的なビジネス戦略としてのパーパスの活性化

規制環境への対応（例：公衆衛生、気候、地政学的事象、プライバシーなど）

全社的な戦略としてのブランド展開
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そう考えているのはBank Clerだけではない。先に
Nägeli氏が述べたように、ますますデジタル化が進ん
だ世界では、顧客セグメントを獲得するための新たな
機会がもたらされる一方で、顧客がシームレスなデジタ
ル体験を当たり前のものとみなすようになり、デジタル
への期待値がリセットされる可能性もある。

デジタルケイパビリティの向上によって精度の高いマー
ケティングが可能になり、企業に新たな成長機会がもた
らされるだろう。マイクロセグメンテーション（顧客グ
ループの細分化）は成熟しつつあり、投資によって、高
精度かつ関連性の高い方法で市況の変化を察知し、そ
れに対応するための新たな手段が提供される。重要な
のはできるだけ多くの顧客にアプローチすることではな
く、適切な顧客にアプローチすることだ。

パーソナライゼーションを向上さ
せるためのシステムやアルゴリズ
ムの導入 
回答者に共通する優先課題の第3位は、データプラット
フォームや機械学習などのシステムやアルゴリズムを
使って、パーソナライゼーションを向上させることであ
る。顧客のファーストパーティデータと、地域、社会・
政治、さらには天気や気候に関するデータ統合が可能
な新しいプラットフォームやシステムを活用することで、
CMOはより多くのデータソースから、顧客の行動や好
みに関する新しいインサイトを発見することができる。
パーソナライゼーションの進化によりマーケターがデー
タを直接取得し、消費者行動を促す要因を詳しく理解
できるようになることで、顧客の購入やサービスを解約
する可能性、あるいは顧客生涯価値を予測することが
可能になる。

新しい市場、セグメント、 
地域への進出
不況ではある程度の顧客減少が起こりうるが、新しい
市場を開拓することで、この影響を軽減し、将来の成功
に向けて準備ができる。

顧客基盤を拡大するための手段は数多く存在するが、
CMOへのインタビューから、彼らの取り組みはデジタ
ル環境と市場拡大を直接関連づけているケースが多い
ことが明らかになった。Bank Clerのマーケティング兼
セールス責任者であるGregor Eicher氏によると、同
社ではデジタルチャネルに再び焦点を当てることで顧客
基盤を拡大する戦略をとっている。「当社は若いブランド
なので、まだ成長段階にある。物理的なタッチポイント
を減らして、デジタルタッチポイントに移行している。商
品の認知度を上げ、スマートバンキングアプリの新規顧
客を取り込みたい。スマートバンキングアプリを銀行の
重要なチャネルとして活用していきたいと考えている」2。

      01        02        03        04        
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AIなどのアルゴリズムは大規模なパーソナライゼーショ
ンの向上に役立つが、完全な顧客像を構築し、データ
の背景にある「理由」を明らかにするには、こうしたケ
イパビリティを行動科学やエスノグラフィー（行動観察）
といった、他の人間中心の手法と組み合わせる必要が
ある。中南米の主要な自動車ディーラーDercoの
CMOであるCristian Cabello氏は、共同手法の重要
性を次のように強調している。「データによって人々が目
にする広告はますますパーソナライズされ、より関連性
の高いものになっていくだろう。しかしここで強調してお
きたいのは、人間の深い知識を組み合わせたり付随さ
せたりしないかぎり、AIだけでモデルを構築するには不
十分だということだ。このパーソナライゼーションを創
出する鍵は、顧客を正確に理解し、データと顧客体験に
関する調査を組み合わせることにある」4。

このような細かいセグメントは流動的で進化しているた
め、動的セグメンテーションが重要になることに留意す
る必要がある。しかし、ブランドはAIや機械学習を実験
や、「試行と学習（Test and Learn）」の文化と組み合
わせることで、絶えず変化する消費者行動に基づいた
マーケティングやメッセージングを動的に調整すること
ができる。

こうしたシステムの導入を成功させるには、組織内での
調整とエンドツーエンドの統合が必要となる。AXAの
CMOであるAntonia Lepore氏は、この点について
次のように強調している。「本当に優れたパーソナライ
ズドマーケティングや自動マーケティングを実現するに
は、IT担当者やデータ担当者の協力が必要であり、シ
ステムが連携していなければならない」3。

今回の調査の結果、CMOの回答者の大半は現在その
ようなケイパビリティを有していないことが判明したが、
この状況は急速に変化することが予想される。CMOの
38％が今後1年以内に、さらにまた12%が2023年に、
このようなパーソナライゼーションを可能にするケイパ
ビリティの導入を検討しており5、マーケティング分野で
大きな転換点を迎えていることを示している。 

「本当に優れたパーソナライズド
マーケティングや自動マーケティ
ングを実現するには、IT担当者や
データ担当者の協力が必要であ
り、システムが連携していなけれ
ばならない」
—AXA 最高マーケティング責任者、 
Antonia Lepore氏

      01        02        03        04        
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他のCMOは同様の優先課題に
どのように対処すればいいのか 
• 良いパートナーシップを組む、または完全に
統合する。

 最先端のテクノロジーを持っているだけでは十分で
はない。ブランドが新しいデジタルテクノロジーや
プラットフォームへの移行を加速させるためには、
CMOが組織全体の主要なパートナーと密接に連
携する必要がある、とLepore氏は強調する。テク
ノロジーのメリットを誰もが享受できるよう最適化
し、バックエンドとのシームレスな統合を実現する
方法をステークホルダーと確認し、協議する。最も
先進的な企業の中には、こうした壁を完全に取り
払い、データサイエンスとテクノロジーをマーケティ
ングのコアとなる機能として確立することに取り組
んでいるところもある。

• 頻繁にテストする。
 社会のデジタル化が進む中、Nägeli氏は、新しい
市場への進出がデジタルプラットフォームへの事業
拡大に直結すると考えている。しかし、急ごしらえの
ウェブサイトやアプリによって顧客体験が面倒なも
のになれば、既存顧客だけではなく潜在顧客も、ブ
ランドに関わることを躊躇してしまう可能性がある。
CMOは、この戦略に傾倒する前に顧客のニーズに
対応し、シームレスな顧客体験を提供するために、
プラットフォームを慎重にテストし、磨きをかけるこ
とを検討するべきである。

• データサイエンスとヒューマンタッチを組み
合わせる。

 データサイエンスはパズルの重要なピースとなるが、
それだけでは不完全だ。Cabello氏が指摘するよ
うに、ブランドは、データと人間中心の手法を組み
合わせて、より完全な顧客像を構築し、アルゴリズ
ムが必ずしも理解できるとは限らない間違いを防ぎ、
顧客とのつながりを育む必要がある。

      01        02        03        04        
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1. 2023 Global Marketing Trendsの調査の一環として2022
年7月から9月にかけて実施したインタビュー 

2. 同上 

3. 同上 

4. 同上 

5. Deloitte Global Marketing Trendsのエグゼクティブサー
ベイ、2022年6月

巻末注

      01        02        03        04        
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Deloitte Digitalのプリンシパルとして、Marketing 
Strategy & Transformationを主導している。急速
に変化しつつある市場において、少ない資源で多くを成
し遂げなければならない消費者ファーストの企業を対
象に、戦略的アドバイザーを務めている。最高マーケ
ティング責任者、最高デジタル責任者、および最高アナ
リティクス責任者に対して、戦略、テクノロジー、アナリ
ティクスの一体化による事業成長の促進や、チャネル全
体でパーソナライズされた顧客体験とマーケティングを
提供するアドバイスを行っている。

Katie Denlinger 
kdenlinger@deloitte.com
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サステナビリティは、ここ数年マーケターの注目を集め
ているテーマの一つである。かつてはホットな話題とみ
なされていたサステナビリティは、責任ある企業市民と
して取るべき正しい行動であるだけでなく、企業にとっ
ても有益な事柄へと発展している。サステナブルなビジ
ネス慣行を重視するブランドは、より身近な存在となり、
収益性を高め、成長することができる。これらはすべて
最高マーケティング責任者（CMO）が目指す理念だ。
また、サステナビリティの取り組みは、ブランドが文化的
トレンドを先取りするために利用できる手段にもなる。 

成長の必須条件としての 
サステナビリティ
サステナビリティとは、地球、経済、社会にとって持続
可能なビジネスモデルの構築を求める、包括的な理念
である。これらは、市場、規制、政府の要求に応えるう
えでますます重要になっており、消費者にとっても主要
な関心事となっている。多くのブランドは、持続力のあ
るブランドを構築するための重要な要素として、広義の
サステナビリティに着目している。 

ますます重要性が高まるサステナビリティの課題への投
資に、ブランドはどのように対応しているのだろうか。デ
ロイトが1,015名のCMOを対象に実施した調査によ
ると、ブランドは顧客の行動に影響を与えるような社外
での取り組みではなく、社内のサステナビリティへの取
り組みを強化することに注力している1。たとえば、社内
のサステナビリティに取り組んでいるブランドは紙ごみ
やエネルギー使用量の削減、よりサステナブルで透明性
の高いサプライチェーンの構築などの施策に注力してい
ると考えられる。

サステナビリティと公平性が消費者にとって引き続き重視され
る中、二つの業界がその取り組みを主導しており、他の業界、 
さらには消費者の模範となっている。
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ブランドの回答によると、今年のサステナビリティへの
取り組みにおける最優先課題の上位3つは以下のとお
りである（図1）。 

1. 社内のマーケティング慣行のサステナビリティ向上

2. よりサステナブルな製品・サービス提供の推進

3. サステナビリティへの長期的コミットメントの確立

社内のサステナビリティへの取り組みは、ブランドのマー
ケティングイニシアチブの信頼性を確立し、消費者との
信頼関係を築くためだけでなく、世界的に不確実性が
高まる中、ブランド自身がより安全でサステナブルな未
来を築くためにも役立つだろう。注目すべきは、消費者
に新たな行動を促そうとしていると回答したブランドは
わずか25%と、消費者に責任を転嫁しているブランド
は比較的少なく、ブランドがサステナビリティへの取り
組みのオーナーシップを持ち、模範を示してリードしよ
うとしていることだ。 

回答率

図1：2022年のブランドのサステナビリティの取り組みにおける最優先課題

51%

47%

45%

42%

38%

38%

29%

25%

出所：Deloitte Global Marketing Trendsのエグゼクティブサーベイ、2022年6月
Deloitte Insights | deloitte.com/insights

社内のマーケティング慣行のサステナビリティ向上

よりサステナブルな製品やサービス提供の推進

サステナビリティへの長期的コミットメントの確立（例：「2030年までに、当社は…」

環境意識を高めるための一般的なメッセージの発信

サステナビリティを推進する社外での取り組みへの注力

社内のサステナビリティに関する慣行への注力

サステナビリティを軸としたコアブランドのメッセージや価値の再構築

サステナビリティを推進する消費者行動の促進
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経済が不安定な時期には、サステナビリティへの取り組
みを後退させたい衝動に駆られるブランドもあるかもし
れないが、これらの回答は、消費者が依然として世界や
経済の動向に深い関心を持ち、地球の健康を守るため
の積極的な行動を期待していることから、引き続きサス
テナビリティを重視していく必要があることを示している。
マーケターは、市場での存在感を維持するために、サス
テナビリティに関する期待に応え、それを上回ることが
できるよう注意し続けていく必要がある。

MediaMarktSaturn Retail Groupの最高商務責任者
兼最高マーケティング責任者であるMichael Schuld氏
は、サステナビリティはリーダーシップと成長のための必
須条件であると説明している。「欧州のマーケットリー
ダーになるということは、（サステナビリティに対する）
答えを持っていなければならないということだ。地球は
一つしかないため、これはトレンドではなく必須条件だ。
もちろん、経済的側面からも同じことがいえる。顧客の
うち、特に若い世代はその答えを知りたがっている。答
えを持っていなければ、顧客のファーストチョイスではな
くなるだろう。それが望ましい姿だ。 

出所：Deloitte Global Marketing Trendsのエグゼクティブサーベイ、2022年6月
Deloitte Insights | deloitte.com/insights

37% 34%
31%

23%
30%

33% 33%
36%

25%
32%

LS&HC業界の優先課題上位３つ

21%

よりサステナブルな
ケイパビリティの構築

新しい市場、セグメント、
地域への進出

運用コストの削減

新しい市場、セグメント、
地域への進出

人財の開発、獲得、維持よりインクルーシブな
ケイパビリティの構築

21%

全業界平均         ER&I業界

 全業界平均          LS&HC業界

図2： 

ER&I業界の優先課題上位３つ

エネルギー・資源・生産財（ER&I）業界とライフサイエンス・ヘルスケア（LS&HC）
業界におけるサステナビリティの優先課題
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サステナブルな成長の推進： 
ヘルスケア業界とエネルギー 
業界が先行 
マーケティングの優先課題を業界別に見ると、二つの業
界がサステナビリティと公平性を特に重視していること
が明確になる。エネルギー・資源・生産財（ER&I）業
界は、「よりサステナブルなケイパビリティの構築」を最
優先課題としており、その割合は全業界平均の約２倍と
なっている。一方、ライフサイエンス・ヘルスケア
（LS&HC）業界では、上位3つの最優先課題の一つと
して、「よりインクルーシブなケイパビリティの構築」が
挙がっている（図2）。

これらの課題が重視されている背景には、ここ数年の
世界的な出来事により、ER&I業界やLS&HC業界の企
業が、場合によっては準備不足のまま、迅速な適応を余
儀なくされたことがあると考えられる。CMOは、自社
が不測の事態に対応できるようにするために、社会的
課題をすでに重視しているこれらの業界から学びを得る
ことができる。 

ER&I業界はサステナビリティ重視で将来に投資  
マーケティング活動において顧客中心主義をどのように
向上させるかという質問に対して、ER&Iの回答者は「顧
客価値の充足」を挙げた。顧客価値にますますサステ
ナビリティや公平性が含まれるようになってきているた
め、これらの組織が今年、サステナビリティへの取り組
みを重視すると回答する傾向が強かったのも当然のこ
とといえる。

Eastmanのセールスおよびマーケティング担当コーポ
レートディレクターであるKevin Moens氏は、同社のサ
ステナビリティに対する深いコミットメントについて「我々
は、これから2025年にかけてサステナビリティに強力
な投資を行う戦略を立てている。社会経済的な環境に
かかわらず、多額の資金を投入する予定だ。我々は、あ
らゆるプラスチック分子を分解し、基本的な構成要素に
戻すことができるテクノロジーを持っている。これによっ
て100%リサイクル可能な状態まで戻し、真のサーキュ
ラーエコノミー（循環型経済）をもたらすことができる。

（我々は）循環型経済やセカンドライフプログラム、さら
には製品のサービス化についても検討している」2。マー
ケターがサステナビリティへの取り組みを検討する際に
は、自社のパーパスに沿った社内での取り組みを展開
することから始める「be, say, do（目標を掲げて有言
実行する）」アプローチを検討すべきであると、我々の
データは示唆している。これは、ブランドが自社の価値
観を外部に発信することに注力する前に、また、自社の
価値観に沿った外部での取り組みを展開する前に実行
する必要がある。

 

「（サステナビリティに対する）答え
を持っていなければならないとい
うことだ。地球は一つしかないた
め、これはトレンドではなく必須
条件だ」
—MediaMarktSaturn Retail Group 
最高商業責任者兼最高マーケティング責任者、
Michael Schuld氏
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複数のサステナビリティへの取り組みを行っている。こ
のような意欲的な社内計画は、Shellが新たな脱炭素
化の機会を顧客に紹介することも目的としている。今、
社内でこうした取り組みに注力することで、ブランドは、
将来、消費者がサステナブルな選択をする際の模範と
なることができるだろう4。 

LS&HC業界は公平性を通じて価値を構築
IlluminaのCMOであるKathryne Reeves氏は、公
平性の問題はLS&HC業界において長い間重要だった
が、最近の世界的な出来事によってより一層緊急性を
増していると述べている。「調査結果を読むまでもなく、
公平性への配慮が必要だということが顧客から伝わっ
てきた。新型コロナウィルスは、特に欧米諸国における
持てる者と持たざる者の間にある深い格差を露呈した
と思う。我々は、介護士やサプライチェーンで働く人々
を称賛した。しかし、どれだけ正しいことを言っても、結
局のところ彼らの多くは低水準の医療しか受けておらず、
死亡率にもそれが表れている」5。

パンデミックの最中、Illuminaは新型コロナウィルス
の変異株を世界的に追跡するテクノロジーを開発し、
世界のリーダーが社会的弱者の健康を守るために使用
するデータを提供した。

Johnson & Johnson （J&J）のコンシューマーヘルス
部門ではサステナビリティと公平性を両立させ、消費者
と地球の健康を向上させることが優先課題となってい
る。J&Jのコンシューマーヘルス部門のグローバルエッ
センシャルヘルス、ヘルシーライフ、グローバル顧客開
拓担当プレジデントを務めるKatie Decker氏は、この
分野におけるチームの仕事は、成長を促進するための
重要な役割として、社会的責任を果たすことだと説明し
ている。「我々の仕事は、社内のあらゆる部門と連携し
て、サステナビリティは必須条件であるばかりでなく、価
値や成長の原動力であり、消費者や顧客の期待でもあ
ることを理解してもらうことだ。我々は、人々の健康や
地球のためになることをしながら、この取り組みをブラ
ンドのバリュープロポジションの創出へと変えることが
できる」6。

これらの技術は従来の化石原料ベースのプロセスに比
べて、二酸化炭素排出量が大幅に少ない未使用の状態
に近いプラスチックを生成する、プラスチック廃棄と気
候変動の危機の両方に取り組む上で重要な要素です」3。
と説明している。同氏はこの取り組みは政府の規制、現
在および将来の人財、そして消費者自身など、あらゆる
方面から重視されていると指摘している。 

Shellの潤滑油マーケティング担当バイスプレジデント
であるBree Sandlin氏も、顧客やそのニーズとの深
い結びつきを考慮すると、同社の「サステナブルな方法
や製品を取り入れる施策は、Shellの長期的な成功に
とって絶対に欠かせない」と説明している。同氏は、
「Shellは、2050年までに、またはそれよりも早く、炭
素排出量実質ゼロのエネルギー企業になるという目標
を公に掲げている」と言う。Shellは、この意欲的な目
標を達成するために、顧客の二酸化炭素排出量を削減
するためのサステナブルな製品やサービスのポートフォ
リオの構築、製品や梱包材におけるリサイクル材料の
使用拡大、自社のサプライチェーンの脱炭素化など、
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不確実な時代における 
サステナビリティ 
将来の成功を目指す企業は、状況が切迫する前に、健
康で公平な世界の実現に役立つ製品や、マーケティン
グ活動への投資を継続する必要がある。我々は、マー
ケターが今年のサステナビリティへの取り組みにおいて
以下を考慮することを推奨する。

 

• サステナビリティの取り組みを後退させない。
 経済が不安定な時期には、サステナビリティへの投
資を削減したくなるかもしれないが、マーケターは
サステナビリティに関する社会経済的な需要を、長
期的な視野で捉え、投資を継続するべきである。 

• 社内に目を向ける。 

 マーケターは製品やサービスのライフサイクル全体
にサステナビリティを浸透させることで、効率化、カ
スタマーアラインメントによるブランド価値の向上、
そして継続的な成長の原動力とすることができる。 

• 組織をまとめる。
 マーケティングは、社内のサステナビリティに関す
る課題において主導的な役割を果たすことができ、
またそうすべきである。マーケターは、ストーリーを
語り、その取り組みに対する人々の支持を得ること
に長けている。このようなスキルを活かすことで、
マーケターは社内のサステナビリティへの取り組み
をリードすることができるだろう。
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1. Deloitte Global Marketing Trendsのエグゼクティブサー
ベイ、2022年6月 

2. 2023 Global Marketing Trendsの調査の一環として2022
年7月から9月にかけて実施したインタビュー 

3. 同上 

4. 同上 

5. 同上

6. 同上

巻末注
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デロイト米国のサステナビリティビジネスを担当する最高
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に有益であり公平性をもたらすビジョン、ナラティブ、ブ
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成長の原動力としてのクリエイティビティ
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クリエイティブであることは人間の基礎である、という
人もいるかもしれない。創造力を活かすことは逆境を
乗り越え、困難な時代に希望を見出す手段となり得る。
クリエイティビティ（クリエイティブ能力）とは、私たちが
新たな視点で問題を捉え、「標準的なアプローチ」の枠
にとらわれない解決策を見出すための方法である。し
かし、最適化と確実な成果が優先されるビジネスの世
界では、既成概念にとらわれない思考が、キャリアや成
功、人間関係を危うくする可能性もある。多くの場合、
私たちはマニュアルに沿っていつもの方法に固執したり、
競合他社を模倣したり、使い古された方法を少しずつ
改善したりしている。

最高マーケティング責任者（CMO）は、ビジネスにお
けるクリエイティビティ（クリエイティブ能力）の重要性
を伝えることに最も適した立場かもしれない。ビジネス
が新たなニーズを発見して市場を開拓しようとする転換
期でも、顧客や従業員、パートナーがレジリエンスを見
出すためのインスピレーションを求める不況時でも、
CMOはビジネスが現状維持に陥らないよう働きかける
ことができる。 

データとアナリティクスは、現代のマーケティング課題に取り組む
上で、クリエイティビティ（クリエイティブ能力）より注目を集めて
いるが、適切な方法で行うクリエイティビティには依然として 
価値がある。
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脚光を浴びるクリエイティビティ
成長を促すことはCMOの主要な責務である。しかし、
社会やテクノロジー、経済の急速な変化に伴い、成長
に向けた対応がより複雑になり、多くのブランドはデー
タとアナリティクスを強化することで変化に対応してい
る。これらの分析ツールは現代のマーケターにとって必
要不可欠なものと思われているが、一方でそのバランス
が崩れているという指摘もある。このことは経営幹部に
おけるクリエイティブなリーダーの減少、CMOやマーケ
ティング人財におけるクリエイティブスキルを重視しな
い傾向に表れており、組織には現代ビジネスの課題へ
の対応に必要な創造力が不足している可能性がある1。

クリエイティビティ（クリエイティブ能力）はブランドのコ
ミュニケーションや広告にとどまらず、革新的な思考を
駆使することで、システムを設計し、課題をチャンスに
変え、従業員が協力し、組織が顧客やその他のステー
クホルダーと関わる方法を形作ることができる。

デロイトが1,015名のエグゼクティブを対象に行った調
査では、このようなクリエイティビティ（クリエイティブ能
力）が実際に成長に寄与することが示されている。高成
長ブランド（年間売上成長率10%以上のブランドと定義）
の回答者は、マイナス成長ブランドの同業他社よりも、ク
リエイティビティ（クリエイティブ能力）を発揮させるため
のマインドセットやプロセスを持っている傾向がある。高
成長ブランドはクリエイティブなアイデアを、長期的な成
長に不可欠なものとして捉えるだけでなく、リスクテイク
や部門を超えたコラボレーションを奨励することで、クリ
エイティブなアイデアを後押しする環境づくりをする傾向
がある（図1）。高成長ブランドの回答比率が低いように
見えるかもしれないが、これは「強くそう思う」という回答
（すなわち、これらの目標に完全にコミットしているブラン
ド）のみが表示されているためで、「そう思う」の回答を
含めると、高成長ブランドの回答比率は各属性で90％に
近くになる。

また、マーケティング部門全体でクリエイティブスキルか
ら分析的なスキルへのシフトが見られる中、高成長ブラ
ンドでは逆に、クリエイティブなアイデアこそが、人財の
最も重要な属性の一つと考えるケースが多い2。

組織には、現代ビジネスの課
題への対応に必要な創造力が
不足している可能性がある。そ
れは経営幹部におけるクリエ
イティブなリーダーの減少、
CMOやマーケティング人財に
おけるクリエイティブスキルを
重視しない傾向に表れている。
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https://www2.deloitte.com/us/en/insights/topics/marketing-and-sales-operations/global-marketing-trends/2023/marketing-investments-during-economic-instability.html
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クリエイティビティ（クリエイティブ
能力）でリードする
この新たなアプローチの特徴の一つとして、クリエイティ
ビティ（クリエイティブ能力）がもはや、特定の個人やチー
ムに限定されないものではない点が挙げられる。実際、
Deloitte DigitalとLIONSの共同調査では、クリエイ
ティブなビジネスへの変革に重要な要素の一つとして、
意外なステークホルダーや顧客から見出される「隠れ
た」クリエイティブなアイデアが明示されている3。社員
だけでなく、外部のパートナーやサプライヤー、顧客も
クリエイティブなアイデアの源泉となる可能性がある。

様々なステークホルダーや顧客からもクリエイティブな
アイデアが生まれる可能性があり、CMOは企業全体で
のアイデアを見極め、活性化を牽引すべきである。消費
者に最も近いエグゼクティブとして、これらのアイデア
を実際のビジネスに応用することが、変革のための鍵と
なりうる。高成長企業がマイナス成長企業よりも、クリ
エイティビティ（クリエイティブ能力）を求めるマーケティ
ングに傾倒しているのも当然といえる（図2）。
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出所：Deloitte Global Marketing Trendsのエグゼクティブサーベイ、2022年6月
Deloitte Insights | deloitte.com/insights

クリエイティビティ（クリエイティブ能力）による成長度に関して、「強くそう思う」と回答した組織の回答比率

図1：高成長ブランドは長期的な成功にはクリエイティビティ（クリエイティブ能力）が不可欠
と考える傾向が強い

 成長率が0%以下のブランド        成長率が10%以上のブランド

コラボレーション
を促進している

クリエイティブ
なアイデア
を醸成している

組織は
リスクテイクを
奨励している

42%50% 33%48%33%40%
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CMOは社内のクリエイティビティ（クリエイティブ能力）を
奨励するために、次のような戦略を検討するとよいだろう。

• クリエイティビティ（クリエイティブ能力）が
もたらすものを再定義する。

	 クリエイティビティは、もはや一つの広告やキャン
ペーンに限定されるものではない。そのため、
CMOの優先課題は単発のプロジェクトの遂行か
ら、ブランドを際立たせる製品やサービス、体験の
一貫した提供へと移りつつある。チリの主要な自動
車ディーラーDercoのCMOであるCristian Ca-
bello氏は、「ブランドにとって最大の課題は、差別
化されたサービスや体験を提供するために、業界
の革新や伝統を超えなければならないことだ。（そ
れらの体験は）我々が事業を展開する国の文化的、
経済的、政治的な変化に連動し、合意を得られる
ものでなければならない。長期にわたって一貫性
を保つことで、市場において際立った存在となるこ
とができる」4と述べている。

出所：Deloitte Global Marketing Trendsのエグゼクティブサーベイ、2022年6月
Deloitte Insights | deloitte.com/insights

図2：高成長企業はクリエイティビティ（クリエイティブ能力）を求めるマーケティング
に傾倒している

33%

42%

最もクリエイティブなアイデアをマーケティング部門に頼っていることに関して、
「強くそう思う」と回答した組織の回答比率

 成長率が0%以下のブランド        成長率が10%以上のブランド

      01        02        03        04        
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• 社内の他部門を巻き込む。
 CMOとマーケティング部門は、クリエイティブな変
革において主導的な役割を果たすことができるが、
ビジネスのすべての領域で、クリエイティビティ（クリ
エイティブ能力）に関する目標について足並みをそ
ろえる必要がある。Cargill Protein & Saltの
CMOであるChuck Gitkin氏にとって、これはオペ
レーション部門とサプライチェーン部門のように、
マーケティングチームとイノベーションチームが連携
することを意味する。Gitkin氏によると、このコラボ
レーションによってCargillは「製品を確実に商品化
し、供給する」ことができ、最終的に自社のサービ
スの影響力を最大化することに成功している5。

• 異なる考え方の組織取り組みを鼓舞する。 

	 リスクテイクや失敗を許容することで、クリエイティ
ブな思考を促すことができる。しかし、組織がリスク
を恐れずによりクリエイティブであるには、効果的な
リーダーシップが必要だろう。たとえば、米国国勢
調査局のコミュニケーション担当アシスタントディレ
クターのTasha Boone氏は、同局のビジョンを実
現するためにはクリエイティビティ（クリエイティブ能
力）が不可欠であると考えている。Boone氏にとっ
て、部門横断で様々なアイデアを一つの戦略に統合
し、その中で個々の従業員が自由に意見を表明でき
ることを意味する6。 

このような個人のクリエイティブな思考と、部門を超え
たコラボレーションの組み合わせこそが、成長の原動力
となるような組織的変革へと導くだろう。

      01        02        03        04        
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出所：Deloitte Global Marketing Trendsのエグゼクティブサーベイ、2022年6月
Deloitte Insights | deloitte.com/insights
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図3：クリエイターとのパートナーシップをさらに進める予定の業界

現在利用している               今後12カ月以内               今後12~24カ月以内      

24カ月以上先                    今のところ予定なし

ライフサイエンス・
ヘルスケア

消費財 金融サービス テクノロジー・
メディア・通信

エネルギー・
資源・生産財

組織を超えて
我々は今、共創の時代に生きている。クリエイティブな
コラボレーションを、組織内だけに閉じ込める必要はな
い。外部のクリエイティブなパートナーもブランドに対し
て同じように深い関心を持ち、ブランドだけでなく消費
者にとって、より信頼できる存在となりうる。この潜在的
なパートナー、すなわちクリエイターやインフルエンサー
の中には、ソーシャルメディアで多くのフォロワーを持ち、
提携するブランドを積極的に探す人もいる。選ばれた
パートナーたちと声を共有しようとするブランドは、より
強力なブランドコミュニティを構築できる可能性がある。

したがって、あらゆるセクターのCMOがクリエイターと
のパートナーシップを模索するようになっているのは（こ
れまでそうしてこなかったのであれば）驚くことではな
い。我々の調査では、クリエイターとのパートナーシッ
プの利用は今後1年間で約2倍になると予想しており、
特に通常はそのようなパートナーシップを検討しないラ
イフサイエンス・ヘルスケア業界と、エネルギー・資源・
生産財業界で顕著に増加している（図3）。
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クリエイターに報酬を支払って投稿でブランドを取り上
げてもらうことは、エンゲージメントを高めるためには
良い方法だが、包括的なクリエイティブ戦略とはいえな
い。多くのブランドは、クリエイターは自然と、戦略開発
チームの延長線上にいることができると認識しつつある。
ブランドとクリエイターのパートナーシップの様々な側
面の実施のしやすさを評価してもらったところ、回答者
のほぼ5人に４人（78%）が、クリエイティブ戦略にお
けるクリエイターとのコラボレーションは「簡単」または
「とても簡単」と回答しており、すべての側面の中で最も
高い割合を示している7。

選ばれたパートナーたちと声を
共有しようとするブランドは、 
より強力なブランドコミュニテ
ィを構築できる可能性がある。
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デロイトのCMOプログラムの調査によると、クリエイ
ターも提携するブランドとともに成長できるような、相
互に有益なコラボレーションを求めている8。しかし、調
査に参加したクリエイターの半数以上（58%）が「ブラ
ンドとのパートナーシップを確保するのは困難」と回答
した。クリエイターの立場から見た難しさや、今回のエ
グゼクティブサーベイで現在クリエイターと提携してい
るブランドが３分の１以下（32%）だったことを考えると、
両者の断絶がうかがわれる。
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ここでは、ブランドがクリエイターを戦略的パートナーと
して、クリエイティビティ（クリエイティブ能力）や成長計
画に取り込むための方法をいくつか紹介する。 

• 自由なクリエイティビティを認める。
 クリエイターはほぼ間違いなく、コアなオーディエ
ンスを惹きつけるような方法での情報発信に長け
ていると考えられる。クリエイターが自分の能力を
自由に発揮できるようにすることで、より魅力的な
コンテンツが生まれるだけでなく、クリエイターと
消費者にとって極めて重要な「真の声」を維持でき
る。Shellの潤滑油マーケティング担当バイスプレ
ジデントであるBree Sandlin氏は次のように述べ
ている。「ブランドマネジャーとして、そのコントール
を手放すのは少し怖いことだ。しかし、消費者が求
める高い信憑性と信頼性をもって、我々には決して
できない方法でブランドストーリーを伝えることが
できている」9。
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• 双方にメリットがあるパートナシップを創る。
 企業が自社のターゲットオーディエンスと同じソー
シャルプラットフォームを利用し、ブランドと親和性
の高いイメージを持つクリエイターを求めているよ
うに、クリエイターも自らのブランドの唯一の代表
者として、自身のオーディエンスと関連性が高い企
業パートナーを探していると考えられる。400人の
クリエイターを対象にした調査では、10人中約7人
（69%）が企業と提携するかどうかを判断する際の
最優先事項として、「ブランドと自分のオーディエン
スとの関連性の深さ」を挙げており、提携金額より
も優先順位が高い10。ブランドとクリエイター、双
方の成長につながるようなコンテンツを強化する計
画を立てることが、強力なパートナーシップにつな
がるだろう。 

• 期待値を一致させる。
 調査に参加したクリエイターは、企業と理想的な
パートナーシップを構築するには明確な期待値が
重要だと回答している。クリエイターの評価基準、
支払い方法などが契約条件に明確に規定されてい
れば、ブランドはパートナーシップの成功の定義に
ついて考え過ぎる必要はない。クリエイターと提携
しているブランドのうち、調査に参加したブランドに
よるパートナーシップの成功の定義の上位２は、「ブ
ランドチャネルにおけるエンゲージメントの増加」
（エグゼクティブの58%）と「収益の伸び」（エグゼ
クティブの57%）となっている11。
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現代のクリエイティビティ（クリエイティブ能力）のあら
ゆる側面がそうであるように、クリエイターとのパート
ナーシップも、単独のキャンペーンとしてではなく、より
大きなクリエイティブ戦略の中に組み込まれることで効
果を発揮するだろう。これまでバラバラだったステーク
ホルダーや部門、アイデアを一つにまとめ、組織全体に
（さらに組織を超えて）クリエイティブな思考を浸透させ
ることは、一見困難な作業に思える。しかし、顧客に関
する知識とビジネスに関する洞察力を兼ね備えた
CMOは、この変革を主導し、新たな成長源を発見する
ことができる立場にある。
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2023 Global Marketing Trends        35

著者について

Deloitte Digitalの米国最高マーケティング責任者兼
米国エージェンシーリードを務める。企業の問題解決
に創造性を取り入れ、企業の運用方法を変革するため
のパーパスドリブンなソリューションの構築を支援して
いる。また、マーケティングおよびテクノロジー領域に
おける経験を融合させることで、ディスラプティブ（破壊
的）な成長をもたらす機会の創出支援も行っている。

Mark Singer 

marksinger@deloitte.com

Rory McCallum
rmccallum@deloitte.com

デロイトのCMOプログラムにおけるResearch and 
Insightsのマネジャーを務める。Deloitte Services 
LPのリサーチャーとして、新興のマーケティングトレンド
と経営幹部内のCMOダイナミクスに注力している。

Nick Garrett
Global lead, Marketing & 

Commerce

Kenny Gold
Managing director, head of Social, 

Content and Influencer at Deloitte 

Digital

William Grobel
Director

謝辞
著者はこのトレンドレポートの作成に貢献してくれた 
皆様に感謝申し上げたい。

      01        02        03        04        

mailto:marksinger%40deloitte.com?subject=
mailto:rmccallum%40deloitte.com?subject=


トレンド4
マーケターが注目すべき新テクノロジー
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最高マーケティング責任者（CMO）にとって、誇大広告
と投資の適切なバランスをとることは、一種の芸術であ
り科学でもある。誰もが話題にしているトレンドを無視
することはできないが、実証されていないテクノロジー
に過剰投資するのは賢明ではない。しかし、マーケター
は、突然大きな競争優位性を生み出す可能性のある新
しいテクノロジーに常に備えておく必要がある。 

CMOは、これらのトレンドが自社の顧客と関連性の高
いものになるかを判断できる能力を持っており、「自社
や業界にどのような変化がもたらされるのか」を検討す
ることができる。デロイトのデータでは、今年、Web3
テクノロジーがブランドにとって大きな可能性を秘めて
おり、マーケターの関心が高まっていることがわかって
いる。

メタバースへの関心の高まり
メタバースとは、3Dアクティビティや人工知能に基づく
シミュレーションの活用を通じて、業界を超えた新しい
形の体験やエンゲージメントを可能にするテクノロジー
の集合体である。メタバースへの関心は急速に高まって
おり、多くのブランドが今後1～2年の間にメタバースを
利用して、物質世界と仮想世界を結びつけようしている。
ますます多くのB2C業界がメタバース戦略の策定に先
行して取り組む中、1,015名のマーケティングエグゼク
ティブを対象にしたデロイトの調査では、エネルギー・
資源・生産財（ER&I）業界や、ライフサイエンス・ヘル
スケア（LS&HC）業界までもがメタバースに関心を寄
せており、セクターを超えて切実な課題となっているこ
とを示している（図1）1。

今年、最もマーケティングリーダーの関心を集め、さらに 
長期にわたって関心を集め続ける可能性が高い新しい 
テクノロジーは何か。
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この初期段階では、ブランドはどの程度迅速に市場に
参入すべきか確信が持てないため、自社がメタバース
で体験を創り出す方法を評価し、明確な目標を定める
べきである。特に、仮想世界のリーダーを目指すブラン
ドは、アンリミテッドリアリティの領域に参加するための
土台作りを検討する必要がある。

ブランドがまだメタバースに取り組んでいない一番の理
由は、「テクノロジーの開発や導入が困難」（回答者の
45%）で、スキルセット、人財、または予算が限られて
いることによるものと考えられる。LS&HC業界の回答
者では、テクノロジーの導入が深刻な障壁になっている
と懸念する割合がさらに高い（55%）。

しかし、このデータは導入の障壁が、メタバースへの関
心を低下させるのに十分ではないことを示している。メ
タバースが「自社の業界には関係ない」と答えた回答
者はわずか10%だった。ER&I業界は、自社の業界に
は関係ないと考えている傾向が最も高く、回答者の
24%が「関係ない」とみている。それでもこれらの数字
は近い将来、新しいテクノロジーが幅広く導入される可
能性が高いことを示唆している。
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消費財               エネルギー・資源・生産財                     金融サービス      

ライフサイエンス・ヘルスケア                   テクノロジー・メディア・通信

出所：Deloitte Global Marketing Trendsのエグゼクティブサーベイ、2022年6月
Deloitte Insights | deloitte.com/insights

図1：多くの業界がメタバースに関心を寄せている

業界別のメタバースに参入するタイミングの累積パーセンテージ
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また、我々がインタビューを行ったマーケティングエグ
ゼクティブは、メタバース導入に向けた道筋はまだ明確
ではないと指摘している。顧客が最終的にどのメタバー
スプラットフォームを利用する可能性が高いかによって、
どのプラットフォームに参加するかという問題が残され
ている。既存のメタバース空間を暫定的に検討中と回
答したブランドもあれば、独自のメタバース空間を開発
中と回答したブランドもある。たとえば、高級時計を製
造するH. Moser and Cieのマーケティングマネジャー
であるClaire Tellenbach氏は、「現時点では、顧客や
プレス関係者を迎えるためのMoser Loungeという独
自のメタバース空間を開発中だ。当社は製品発表会や
記者会見について、様々なアイデアを検討している。パ
ンデミック後は、大規模なビデオ通話の代わりに、メタ
バースで開催できるかもしれない」2と述べている。 

メタバースの価値を認識しながらも、それ以外の競合す
る優先課題に取り組むためにゆっくりとしたアプローチ
をとっているブランドもある。ヨーロッパのファッション
小売業者LC Waikiki E-Commerce Businessの
CEOであるÖmer Barbaros Yis氏は、「メタバースや
仮想現実、拡張現実、複合現実などのあらゆる没入型
体験は、購入前の顧客に試着してもらうという、より没
入型の体験を実現できるため、eコマースにおいても非
常に大きな可能性を秘めていると確信している」と述べ
ている。しかし、同氏はまた、「（メタバースは）私の（最）
優先事項ではない。（なぜなら）物価や経済的な面で苦
労し、光熱費の支払いにさえ苦労している場合、人々は
（メタバースの）値ごろ感を重視する傾向がある」3とも
述べている。その代わり、同氏は今後数年間で有望なテ
クノロジーの導入に向けて、長期的なロードマップの策
定に引き続き取り組む予定だ。

「メタバースや仮想現実、拡張
現実、複合現実などのあらゆ
る没入型体験は、購入前の顧
客に試着してもらうというより
没入型の体験を実現できるた
め、eコマースにおいても非常
に大きな可能性を秘めている
と確信している」
—LC Waikiki  
E-Commerce Business CEO、 
Ömer Barbaros Yis氏
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あらゆる業界のブランドは、メタバースが中長期的に自
社のマーケティング戦略で果たすであろう役割について、
検討を始めるべきだ。CMOとのフィールドワークに基
づき、今後１年間でブランドが以下に取り組むことを推
奨する。

• 慎重に行動する。
 メタバース体験を構築する目標を明確に定め、

2024年以降のより広く普及させるアーリーアダプ
ターに注目すること。サイバーセキュリティ、信頼、
ブランドのレピュテーション（評判）、デジタル著作
権の管理などの潜在的な課題についても検討する
必要がある。

• 導入戦略を策定する際にブランドの優先課
題を重視する。

 我々のデータによると企業は依然としてパーソナラ
イゼーションをサポートし、顧客中心主義を実現す
るためのテクノロジープラットフォームやケイパビリ
ティへの投資を最優先課題としているが、メタバー
スへの参入戦略を立てられないブランドは、メタ
バース空間でリーダーになる機会を失う可能性が
ある。

• メタバース戦略の土台作りに着手する。
 メタバースはエンゲージメントや顧客体験を拡大し、
新しい収益チャネルを生み出すための新たな機会
をあらゆる業界のCMOに提供する。早期に戦略
を立てることができないマーケターは、今後数年間、
キャッチアップに追われることになるだろう。
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ブロックチェーン技術は規制環境
で利点を発揮
マーケティングにおけるブロックチェーンの活用はまだ
始まったばかりだが、プライバシー問題への対応という
プレッシャーが早期導入を後押ししている可能性がある。
「規制環境への対応が最優先課題である」と回答した
CMOのうち、35%が広告戦略にブロックチェーン技術
をすでに導入しているのに対し、その他の回答者では
21%であった（図2）。これは特に規制環境において、
ブロックチェーンは消費者のプライバシーを強化し、消
費者が自分のデータをコントロールできるようにするた
めの新たな可能性をもたらすからである。たとえば、ブ
ロックチェーンを利用してデータを保存、共有、活用す
ることで、第三者とデータを共有することなく患者とコ
ミュニケーションを取ることができるといった、革新的な
可能性が医療分野にはもたらされる。

      01        02        03        04        

出所：Deloitte Global Marketing Trendsのエグゼクティブサーベイ、2022年6月
Deloitte Insights | deloitte.com/insights

現在行っている          今後12カ月以内           12カ月以上先          予定なし／未定  

広告戦略をサポートするためのブロックチェーンの導入

図2：  

41% 19%

31% 8%

5%

41%

35%

21%

規制環境への対応が
最優先課題である 

その他すべての回答

規制環境に注力してブロックチェーンを導入するブランドはその他と比較して
大幅に高い回答率を示した 
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それでもCMOの41%は今後12カ月以内にブロックチ
ェーンで広告戦略をサポートする予定であり、ブロックチ
ェーンなどのテクノロジーは、CMOが挙げた重要なテ
クノロジーの第5位となっている。これらのデータは今後
1年で、この新しいテクノロジーへの移行がさらに進むこ
とを示唆している。Tellenbach氏によると、Moserがブ
ロックチェーンを活用し、実装しているのは時計市場に
おける特定のニーズ、すなわち製品のライフサイクルを
通じて追跡や認証を行い、中古市場で販売または取引
された場合でも、アフターサービスを確実に提供すると
いうニーズを解決できる見込みがあるからだという4。 

これらのテクノロジーについては業界ごとに異なる、よ
りローカライズされたアプローチを採用し、ブランドが
持つ既存のリソースで顧客のニーズを慎重に優先させ
る必要があるだろう。調査結果によると規制環境下で活
動するブランドは、上記のデータプライバシー上の理由
から、おそらく今後1年以内にブロックチェーン戦略を検
討する必要があることが示されている。一方、他の業界
はデジタル通貨のリーダーを注視することで、今後数年
のうちに、ブロックチェーンをより広範に導入するための
土台作りを始めることができる。規制が緩やかな業界も
同様に、消費者の信頼を築き、よりカスタマイズされた消
費者体験を提供する機会を得ることができるだろう。
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1. Deloitte Global Marketing Trendsのエグゼクティブサー
ベイ、2022年6月 

2. 2023 Global Marketing Trendsの調査の一環として
2022年7月から9月にかけて実施したインタビュー 

3. 同上 

4. 同上

巻末注
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Deloitte Consulting LLPの最高マーケティング責任
者を務め、同社のマーケティング戦略の構築を統括して
いる。また、ブランドバリューを向上させ、利益をもたら
す成長を事業全域で推進する影響力を持つエクスペリ
エンスの推進も担当している。デロイトの卓越した社職
員、サービス、アセット、クライアントの業績向上をアピー
ルすべく、ストーリーテリング、エクスペリエンス、クリエ
イティビティ、テクノロジー、そしてデータを融合するこ
とで、デロイトのビジョンおよびパーパスを促進すること
に注力している。
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